
政策分析インタビュー

賃金と物価がともに上昇し
ていく経済の実現に向けて

明治大学商学部 教授

山田 知明

2022年7月、政府は「令和4年度年次経済財政報

告」、いわゆる経済財政白書を公表しました。白書

では、ウィズコロナ下のマクロ経済動向、労働力の

確保と質の向上に向けた課題、成長力拡大に向けた

投資の課題について分析しています。今回は、内閣

府経済社会総合研究所にも在籍されている、家計の

消費行動や社会保障制度の研究がご専門である山田

知明明治大学教授にお話を伺いました。

●ウィズコロナ下での経済状況について
―コロナ下での経済動向を振り返ってどのように評
価されていますでしょうか。年齢別に消費をみると、
若者はコロナ前の水準を超える一方、高齢者の方々は
十分に戻っていません。また、団体旅行と企業の出張
には慎重さが残っています。消費がさらに力強さを増
していく上で、何がポイントだとお考えでしょうか。
（山田氏）印象としては、思ったほど悪くならな

かったというところです。2020年の3月頃からヨー
ロッパはロックダウンを始めましたし、同年5月には
日本もかなり強い行動制限を導入して、その当時は未
曾有の事態になるのではないかという印象でした。結
果的にみると、リーマンショック時と比較したらそん
なに押し下げられていません。過去の不況と比較可能
なレベルといったところでしょうか。もちろん、産業
によって影響は異なりますが、全体的なGDPの押し
下げ幅はそこまでではなかったという印象です。

出張についてはオンライン会議で済むようになった
という部分があります。ただ、最近はアメリカ等でも
やはり対面のほうがいいから来てほしいと言っている
企業もあるので、日本でも戻っていくのかもしれない
ですが、どうなるかわかりません。やはり、対面でな
くてもいい仕事が割とあったということなのでしょ
う。あと、高齢者のサービス支出は、平時は旅行が多
いです。その分が、今回は貯金に回ったかもしれませ

ん。ただ、何らかの形で代替が進んでいて、例えば、
耐久消費財を買ったのでそれほど消費が減らなかった
とか、細かく見ていくと面白いかもしれません。

消費意欲がコロナ後で特別変わったわけではないの
で、賃金を長期的に上げていくことがやはり本質的な
解決方法です。今年1年、2年程度上がるとかではな
くて、中長期的な視点で労働者の生産性を上げて、将
来の展望が明るくなるようなことがないとやはり状況
は変わらないのではないかなと思います。

●賃金と物価、生産性との関係
―企業や賃金決定に当たって世間相場や企業業績を
考慮する一方、物価や生産性の動向はほとんど考慮さ
れていません。日本の賃金決定についてどのようにみ
ておられますか。
（山田氏）研究では、賃金から生産性を測ることが

多いので、生産性も伸びていないという見方をしてい
たのですけれども、OECDの統計では割と日本は伸び
ている。なぜ生産性が高くなっているはずなのに賃金
に反映されないのかなというところは、興味深いパズ
ルだと思いました。その差がどこに行っているのかと
いうのは分配面で気になります。一つの可能性は企業
に行っているということでしょう。実際、企業の内部
留保は長期間、ずっと増え続けており、そこに懸念が
あります。一般の人が貯金をする理由は、もちろん欲
しいものがあるとか、家を買うとか、老後のためとか
あるのですけれども、いざという時のためというのが
一番多く、予備的貯蓄というのですけれども、企業も
同じことをやっているのだと私は見ています。

経済理論的には、一時的に悪い状況であれば、お金
を貸してもらうとか貯蓄を切り崩してしのげばよく、
金融市場がしっかり機能すれば一時的なショックは緩
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和できます。ところが、バブル崩壊から結構経ってい
ますが、いざという時には金融機関は貸してくれない
という経験を今でも鮮明に覚えている人たちが企業の
上層部に多く、多めにキャッシュを持っておかないと
不安だというのが根強く残っているせいで、本来であ
ればもっと投資や還元すればよいのに、キャッシュ等
で内部留保を持っており、その辺は多分非効率になっ
ているのではないでしょうか。

よく言えば健全なのでしょうけれども、悪く言うと
効率が良くないお金の使い方をしていると言えます。
金融市場でもっとできることがあるのではないかと思
います。金融の専門家ではないので具体的な政策や規
制について言えないのですけれども、銀行に担保主義
が残っていたりして、改善する余地があるかもしれま
せん。
―主要先進国では日本の実質GDPの伸びが一番低
いですが、労働時間当たりの実質GDPの伸びはそこ
まで悪くない。ただ、水準で見ると日本は低い状況で
す。
（山田氏）労働時間当たりの実質GDPがほかの国と

同じぐらい上がっていますよというのは、一般の方の
体感と合っていないと思います。海外に行くと日本よ
り豊かに感じられることが多々あります。物価やイン
フレ率も高いのですが、その分、給料も高く、その中
で豊かさを感じられるということは、変化に乏しい日
本と対象的です。ただ、データとして見えないので、
我々が自分たちの生活を過小評価し過ぎていたり、統
計のとり方にも改善すべき点はあります。あと、労働
時間に関しては労働者側にアンケートを取っている統
計と企業側に聞いている統計で大分ずれていたりする
ので、その辺に原因があるのかもしれません。いわゆ
る無給労働がデータから適切に把握できていないとい
うことです。もちろん、労働の質という面で、サービ
スのクオリティーは明らかに日本のほうが他の国より
はるかに高いので、そういう部分を測れていないとい
うのがあるのかもしれません。

研究者は最先端の論文や研究の流行りを意識しなが
ら論文を書くことが特に若い頃は多いのですが、実は
白書には論文のネタになる面白いことがたくさん掲載
されています。その辺りは過小評価されていると思う
ので、研究者間でオープンクエスチョンとしてリスト
アップし、検討していくということが大事だと思いま
す。

― 一番労働参加が進むというシナリオでも、労働
供給は毎年減っていくと見られます。こういう状況の
中で、労働の量を増やしていく上で課題があれば教え
てください。
（山田氏）労働者が減った場合、どれぐらいカバー

すれば財政を維持できるかということをシミュレー
ションしているのですけれども、働ける方は全て働い
ていただかないと足りないというぐらい将来的には減
ります。

女性は1回辞めた方はなかなか正規では戻ってこら
れない状況ですので、女性の生産性を下げないという
観点から、まずは辞めないようにしていくのが重要な
のではないでしょうか。間が空くとどうしても仕事を
忘れてしまったり能力が低下したりして再雇用が難し
くなるのではないかと思います。

また、現状は高齢者を採用し過ぎると若い人が損を
する側面があるので、そこをきちんと解消しないと高
齢者の活用には注意が必要です。

あとは、外国人労働者でしょうか。外国人労働者に
ついては、文化的な側面から強い反対があることは
重々承知しているので、あまり気軽に大量にというわ
けにはいかないと思うのですけれども、まずハイスキ
ルの労働者から受け入れていくようなことは考えられ
ます。どちらかというと、企業は安価な労働力を大量
に欲しがっているのかもしれませんが、日本人であろ
うと、海外の人であろうと、生産性が高い人同士がイ
ンタラクトして生産性を高めていくのは経済成長に
とって極めて重要です。遠隔で何でもできそうなIT
の中心地ですら、いろいろなアイデアを持っている人
が集まることによって、イノベーションが起こってい
て、集積効果がかなり強いということが分かっていま
す。優秀な人を集めてきて、そこからイノベーション
を起こすためには、外国人の優秀な人を積極的に受け
入れられるような枠組みが必要です。ハイスキルの労
働者だったら、一般の方の反対も強くないのではない
かと思われます。そういうところから事例をつくっ
て、文化的にも馴染んでいくということは、1年や2
年で終わるような話ではないですけれども、未来に向
けて実効性が高いやり方だと思います。

●財政健全化への課題
―経済成長あっての財政というのが岸田内閣の方針
にもなっていますけれども、財政の健全化を考えてい
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く上で大事だと考えられるのはどのようなことでしょ
うか。
（山田氏）シミュレーションすると財政の状況はか

なり悪く、減らすというよりは安定化させる経路を探
し出すのが精一杯です。中長期的に一番厳しいのは利
払いですけれども、ここしばらく続く赤字要因は医療
と年金、特に医療です。もちろん、医療を削減するの
は難しい部分はあるとは思うのですけれども、圧縮す
る部分もないとバランスを取るのは難しいです。

税をどうするのかというのは、現実的には組合せが
必要になってくるのですけれども、よく、消費税率を
上げて全部賄おうとしたら何％必要かという試算をす
るのですが、30％とか40％にしないとバランスを取
れないという結果が出てきます。

消費税だけでやるべきだと言っているわけではなく
て、ほかの税でも構わないのですけれども、全然足り
ないということは確実に言えます。世代間の公平性と
いう意味では、今の高齢者の中には十分な蓄えを持っ
ている人もかなりいるので、もう少し高齢者に負担し
てもらってはどうかと思います。

消費税が望ましい理由の一つとしては、労働すなわ
ち所得税にしてしまうと高齢者は負担しないというこ
とがあります。あるいはぜいたく品への課税の観点か
ら、高齢者がよく使いそうな旅行などの支出にかける
ということもあってもいいのかもしれません。世代間
の再分配をして公平感を保つということが極めて重要
だと思います。そうしないと若い人は増税に納得しな
いでしょう。

仮に債務残高対GDP比を安定させるためには、消
費税で30％以上の税率が必要です。北欧などでは
20％台があったりするので不可能な水準ではないので
すけれども、その分、福祉が充実していたり、小さい
国だったりして、非常に産業構造とかも違うので、単
純にまねしづらいと思います。

●労働移動の促進
―労働移動をどう促進していくかという点も大きな
課題ですが、どのようにお考えですか。
（山田氏）JILPT（労働政策研究・研修機構）の意

識調査で、若い人に、一生その会社に勤めたいですか
というアンケートを取ると、勤めたいと回答する割合
が上昇しています。私は40代半ばなのですけれども、
そういう考えは古いだろうと思っていたら、逆に、若

い人は安定を求めているみたいで、大学生の安定化志
向が高まってきています。少し前に悪い状況で放り出
された上の世代を見て、不安というか、信用していな
いといった状況があり、安定志向はむしろ強まってい
るのでしょう。若い人はそんなことは気にしないで、
転職上等と世界中で働けばいいではないかということ
も話すのですが。

やはり長い間景気の悪い状況下で育ったせいか、保
守的な傾向が強まっているかもしれないです。もちろ
んチャレンジ精神がある学生は一定数いるのですけれ
ども、増えている印象はありません。企業側の促しが
あれば変わってくると思いますが、学生からすると、
成功例がたくさん出てくると自分もやろうとなってく
るのかもしれません。女性の働き方も同じで、成功モ
デルを分かりやすく出していくというのが重要だと思
います。

白書では学び直しをすると賃金が上がるという分析
が行われていますが、OFF-JTとか学び直しをしたお
かげで給料が上がったり、条件がよくなったりしてい
るのか、それとも、そういう意識の高い人は能力が高
いのかというのを調べてみたい気持ちはあります。大
学院等は学び直しの場の一つであるべきなのでしょう
けれども、現状はあまりそういう機能を果たしていま
せん。

大学院で学ぶ社会人が増えているというデータもあ
りますが、定年に近い人が自分の人生をまとめるみた
いな感じで修士論文を書いたりすることが結構ありま
す。ビジネススクールは別かもしれませんが、働き盛
りの人がキャリアアップのために来ているのとは大分
違います。私の勤務先の社会人入試は高齢者の方が多
いです。もちろん、それはそれで人生を豊かにして良
いのですけれども、生産性を上げるためにという感じ
ではないですね。

3　　ESR No.38 2022年 秋号 ESR No.38 2022年 秋号　　4

ESR 38①四校.indd   3 2022/09/01   22:29:22



企業側がPh.D.を持っている人をどのように活用す
るかが分かってないと、あるいは、出世できるとか、
給与が上がるとかはっきりしていないと労働者側は動
かないと思います。企業側が欲してないのであれば、
働き手側は学位を取得する意欲はわかないですよね。
―全国消費実態調査を使って、1994年と2019年
を比べますと、全体的に所得分布が下降にシフトして
おり、再分配前のジニ係数も0.42から0.51に拡大
しています。こうした動向について、どのように見て
おられますか。
（山田氏）全国消費実態調査を使って、年齢階層ご

との所得プロファイルを書いて見ると、1994年ぐら
いが一番高くて、その後は基本的に下がってきていま
す。海外の学会などで見せると奇妙に思われます。な
ぜなら、経済成長があるから徐々に上がっていくのが
自然だからです。同じ年齢階層で平均値が下がってき
ていて、格差も問題なのですけれども、全体的に貧し
くなっていることがはるかに大きな問題であります。
あと、コホートで見ると若い世代のほうがより格差が
大きくて平均が低いので、世代間の格差は徐々に広
がってきています。資産で見ると貯蓄がゼロの世帯も
結構増えてきているので、失業したり、病気になった
りすると、自分でカバーできない、余裕のない世帯が
増えてきています。

こうした中で、お金がどこに行っているかが見えて
こないのです。特定の誰かが大金持ちになって、それ
以外の人が貧しくなっているといった分かりやすい構
造があれば格差拡大だと言えるのですけれども、目に
見えて豊かな人が出てきたという感じはあまりありま
せん。少なくとも、アメリカみたいに大成功した一部
の大金持ちが全部取っているということはなく、全体
的に緩やかに貧しくなっているように見えます。これ
は非常にまずい状態なので、そこを何とかしていかな
ければということを今一番考えています。生産性を高
めて賃金を上げていくという正攻法しかないのではな
いかなとは思います。

生産性を高めていく上で重要と考えるのは、若い人
へのICT技術の教育です。最近、プログラミング教
育とかを行ったりしていますが、その効果がどれぐら
い出てくるのか見定める必要があります。実は、高齢
者に比べて若い人がICT技術にすごく優れているわ
けでもありません。意外と若い人は腰が引けており、
私の年代よりも使えないこともあります。スマホはで

きるけれども、パソコンはできないとか、自分の知っ
ていることと仕事とか生産性とかに結びついていく技
術には乖離があって、仕事をし始めて、WordもExcel
もよく分からないので勉強し直すという人も多いで
す。勤務先の大学ですと、ゼミとか小単位で授業を
やっているところはいいのですけれども、学生が多過
ぎて、完全にカバーできていないのが現状です。

●研究の方向性について
―白書で行っているような分析と学会で行われてい
る研究との連携の在り方などについてお考えを教えて
ください。
（山田氏）マクロ経済学のトレンドとしては、マイ

クロデータを使った研究が多くなっていて、研究者と
して生き残っていくためには、世界的な評価が高いと
ころで論文を書いたり発表したりすることが求められ
ますので、流行に乗るという必要があると思います。

一方で、最近、ミクロ経済学の研究者が、例えば、
東大の小島武仁さんとか阪大の安田洋祐さんとかが盛
んにやっているのが、経済学の社会実装というもの
で、面白いなと思いながら見ています。昔は数式や理
論に集中する人が多かったのですけれども、今は、エ
ンジニアリング的な感じで、経済学というツールを
使って何か面白い仕事をしましょうという人が多く、
シンパシーを感じます。ミクロ経済学では機械学習等
のスキルを使いながら、いろいろビジネスで使えるこ
とと結びつけようという動きがあります。マクロ経済
学でも、半分社会貢献かつ半分マクロ経済学の社会実
装という形で、政策科学的なところでもっとできる部
分もあるかもしれません。
（聞き手：�内閣府政策統括官（経済財政分析担当）

付参事官（総括担当）水田�豊）
（本インタビューは、令和4年8月5日（金）に行い

ました。所属・役職はインタビュー当時のものです。
なお、インタビューの詳細は、以下ページからもご覧
いただけます。

https://www.esri .cao.go.jp/jp/esri/seisaku_
interview/seisaku_interview2012.html）
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